
様式第12号－２（表面） （日本産業規格Ａ列４）

関係派遣先派遣割合報告書
令和　　　年　　　月　　　日

厚　生　労　働　大　臣　　殿

提　出　者

① 派 4 3 - 0 0 0 0 0 0

③

④

⑤

（　　　　）　　　－

１

①

②

③

２

３ 備考

令和＊年＊月＊日から

令和＊年＊月＊日まで

労働者派遣実績報告

(法人にあっては主たる事
務所の所在地)

株式会社　労働商事

〒（○○○‐○○○○）

氏名又は名称

代表者の氏名
（法人の場合）

株式会社　労働商事

代表取締役　労働　太郎

①のうち、関係派遣先への労働者派遣の実績
（総労働時間）

時間

②のうち、定年退職者の労働者派遣の実績
（総労働時間）

時間

　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第23条第３項の規定により関係
派遣先への派遣割合に係る報告を提出します。

②許可年月日許可番号

労働　太郎

ろうどう　たろう

（ふりがな）

（ふりがな）

報告対象期間

年 　    月    　日

連結決算導入の有無

熊本県熊本市西区○○○○○○○○○○○○　　　　　　　（０９６）○○○－××××

かぶしきがいしゃ　ろうどうしょうじ

１　有　　　２　無

労働者派遣の実績（総労働時間） 時間

関係派遣先への派遣割合（％）（※１、※２）

※１　(②－③)÷①×100で算出した値を記入
※２ 小数点以下第１位未満切り捨て

④ ％

住所

【関係派遣先派遣割合報告書提出時の注意点】

・関係派遣先派遣割合報告書は、派遣元事業主（本社）が作成し、本社を管轄する労働局に提出して下さい。

・提出部数は3部 （正本1部、写し２部）です。

【事業報告書・関係派遣先派遣割合報告書の様式に関する参考ＵＲＬ】

http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/haken-shoukai.html

報告対象期間内に派遣労働
者が従事した総労働時間数
を記入してください。

【報告期限】事業年度（決算）終了後 ３ヶ月以内

報告の対象となる事業
年度の期間を必ず記入法人は会社名

個人は代表者の氏名

「定年退職者」とは60歳以上の定年年齢に達した者のことをいい、継続雇用
（勤務延長、再雇用）終了後に離職した者（再雇用による労働契約期間満了
前に離職した者等を含みます）や、継続雇用中の者も含みます。

注） グループ企業内の退職者に限られません。

注１） 「関係派遣先」とは
○派遣元事業主が連結財務諸表を作成しているグループ企業に属している場合
・派遣元事業主を連結子会社とする者（いわゆる親会社）
・派遣元事業主を連結子会社とする者の連結子会社（いわゆる親会社の連結子会

社）

○派遣元事業主が連結財務諸表を作成していないグループ企業に属している場合
・派遣元事業主の親会社等
・派遣元事業主の親会社等の子会社等
※「親会社等・子会社等」に該当するかとうかは、議決権の過半数を所有している

事業主（法人）の本店住所
※但し、登記上の本店住所に事務所がなく、実際の本社所
在地を主たる事務所としている場合は主たる事務所の所在地
を記入

例） 関係派遣先はありません。

連結財務諸表を作成しているグループ企業に属しているかについて、○印をしてください。

なお、「無」の場合は労働者派遣の実績の有無に関わらず別紙「グループ企業（関係派遣先）一覧

表」を添付してください。（ホームページで公開している関連会社の一覧でも差し支えありません。）

関係派遣先が無い場合に限り、備考欄に関係派遣先が無い旨を記入することで添付を省

略できます。

※計算式 小数点以下一位未満切り捨て（四捨五入せず小数点一位まで記入）

関係派遣先への労働者派遣の実績（時間） － 関係派遣先への定年退職者の労働者派遣（実績）

（例：１，０００時間） （例：１００時間）

×１００

労働者派遣の実績（時間）

（１，１５０時間）

≒７８．２６０％ ⇒７８．２％

関係派遣先が無い場合はその旨記入してください。
但し、株の保有率により個人の方が関係派遣先になることがありますの
で、ご注意ください。（添付書類注１ 参照）

※下記計算式参照

・法人は、会社名及び代表者の氏名を記載
・個人は代表者の氏名を記載

社労士による提出の場合は

提出代行印を押印してください。

提出日



様式第12号-2（添付書類）

許可番号 派 4 3 - 0 0 0 0 0 0 氏名又は名称

注１）派遣元事業主の株を過半数(50％)超えて保有している方（個人の方も含む）がいる場合は関係派遣先と
　　なりますので記入してください。その場合は、その方が別会社の株を過半数超えて保有していればその会社
　　も記入の必要があります。

会社名又は氏名 電話番号（連絡先）

厚生労働　太郎 △△-○○○○-××××

株式会社　熊本労働局 △△△-○○○-××××

注２）関係派遣先とは「派遣元事業主の親会社等」、「派遣元事業主の親会社等の子会社等」です。
　　派遣元事業主のホームページで公開している関係派遣先を含むグループ企業の一覧を提出していただいても
　　差し支えありません。

注３）親会社等・子会社等に該当するかどうかは、議決権の過半数を所有しているかどうか、出資金の過半数を
　　所有しているかどうか等により判断します。

注４）関係派遣先を有していない場合は斜線を引いてください。

グループ企業(関係派遣先)一覧表

※労働者派遣の実績の有無及び関係派遣先への実績の有無にかかわらず、連結決算導入が「無」の場合に
必ず添付してください。
（関係派遣先が無い場合に限り、割合報告書に関係派遣先が無い旨を記入することで添付を省略できます）

株式会社　労働商事

住所

東京都千代田区●●●

熊本県熊本市●●●

記載例



その方が別会社の株を過半数超えて保有していればその会社


